
出資法人等経営評価書（企業会計用） 整理番号 02 　　
　

　 令和2年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 693,000 46.8%

2 116,500 7.9%

3 74,000 5.0%

4 72,000 4.9%

5 72,000 4.9%

その他 453,300 30.6%

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成29年度平成30年度 1

1,805,505 1,845,798 1,951,671

43.3% 42.8% 44.8%

1,561,484 1,588,768 1,457,755

37.4% 36.9% 33.5%

301,923 371,356 439,304

7.2% 8.6% 10.1%

504,548 503,035 507,952

12.1% 11.7% 11.7%

全体事業 4,173,460 4,308,957 4,356,682

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

1,480,800

その他
事　業

　 鹿島セントラルビルでの事務所及び店舗の賃貸を通じ
て、商業・業務の拠点としての機能を充実させるほか、宅
地の分譲・販売を通じ、市街地の形成をし、鹿島地域の都
市基盤の整備を行っている。また、鹿島開発に係る開発
財産等の管理業務を受託している。

○
全体割合

指定管理者

全体事業に占める割合

事業1～3以外

全体事業に占める割合

設計管理事業

株式会社常陽銀行

出資比率

鹿島都市開発株式会社役員持株会

　 下水道施設、教育余暇施設、給食センターなど快
適で潤いのある暮らしを支える公共施設の管理を受
託している。

鹿島都市開発株式会社

［法人の概要］

内　　　　　　　　　　　　容

株式会社筑波銀行

事　　　業　　　名

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

政策企画部地域振興課

０２９９-９２-３５５１

http://www.ektk.jp

昭和44年7月7日

所　　   在   　　地

代　　表　　者　　名

神栖市大野原四丁目７番１号

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

代表取締役社長　　塙　秀雄(常勤)

soumu@ektk.jpホームページＵＲＬ

資本金（基本財産）

主　　な
出資者

　 鹿島セントラルホテルの経営、住宅団地や工業団地の造成事業等を通じて、鹿島地域の計画的な都市開発及び
近代的な生活環境整備を目的とする。

 　弊社は昭和44年創業以来、鹿島地域における都市機能の充実や生活環境の整備と合わせ、地域住民の賑
わいづくりに努めるなど、街づくりの拠点となるよう様々な事業を行ってまいりました。
 　鹿島セントラルビルにつきましては、鹿島地域のシンボルとしての存在を生かし、企業の拠点としてのオフィ
ス賃貸を行うほか、ホテル内の各施設において、新型コロナウイルスの感染防止対策に万全を期すとともに、
おもてなしの心を大切に高品位なサービスを提供しておりますので、皆様のご利用をお待ちしております。
 　さらに、その他の事業につきましても、これまで培った技術力を活かし、都市環境の整備や公共施設の管理
運営などを通じて、地域社会に貢献するとともに、地域住民に親しまれる企業を目指してまいります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和３年２月　代表取締役社長　塙　秀雄

施設管理事業

ホテル事業

事業３

　 住みよい地域づくりのため環境整備事業などの設
計・施工監理を受託している。

鹿島都市開発株式会社

全体事業に占める割合

全体事業に占める割合

事業２

　 鹿島のシンボルとして建設した鹿島セントラルホ
テル新館・本館、さらには温泉施設などの経営を通
じて、都市機能の充実を図り、賑わいの場や快適で
安らげる場を提供している。

事業１

茨城県

令和 年度

1



企業会計用
[経営状況] 鹿島都市開発株式会社 (単位：千円）　

増減数
売上高 47,725
売上原価 89,471

売上総損益金額 △ 41,746
販売費及び一般管理費 △ 29,470
うち役員人件費(原価計上分含む) △ 1,489
うち職員人件費(原価計上分含む) △ 31,396

営業損益金額 △ 12,276
営業外収益 10,820
営業外費用 9,054

△ 10,510
18,303
11,421

161,485
△ 165,113

△ 82,875
△ 100,110

17,235
0

△ 355,503

17,754
0

△ 373,257
△ 380,300

272,628
0

272,628
その他 0

補助金 0
委託料 126,582

0
0

合　　　計 126,582
財政的関与の割合（％） 2.6

0
△ 380,300

合　　　計 △ 380,300

増減P
△ 1.1
△ 1.0

3.8
0.0

△ 0.3
△ 14.4
△ 5.1

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

2 0 2 2 0 2 2 0 2 0
12 2 0 12 2 0 12 2 0 0

計 14 2 2 14 2 2 14 2 2 0
管理職 52 0 0 53 0 0 48 0 0 △ 5
一般職 177 0 0 181 0 0 189 0 0 8

99 96 92 △ 4
計 328 0 0 330 0 0 329 0 0 △ 1

15.8 千円
年

千円3,876.7
237 43.5 歳

プロパー職員平均給与(年額)

合計 平均年齢
5,300.0

常勤役員平均報酬(年額)

令和1年

148.9%

6.2%

158.7%

令和2年

9.0%

-6.7%

増減数

0.8

増減理由

0.9

平成30年

231.5%
143.8%

7.2%

29.7%
令和1年度

28.7%

平成30年度
30.8%

7,225,708

自己資本利益率
販売費・一般管理費／売上高　

当期利益/自己資本 -11.7%

平成29年度

-7.9%

備　考

29.7%

7,606,008

0
0

0
34.8%

7,225,708

貸付金

0

0
1,388,619

0
7,986,308

その他（分担金・負担金・出資金等） 0

7,606,008

32.2%32.2%
1,515,201

前渡金から固定資産へ振替

1,515,201

998,099
380,300

0

設計管理、施設管理の増

△ 4,952,922

繰延税金資産の取り崩し

茨城県への返済

272,628
123,833

増減理由
施設管理、設計管理の増収

388,417

18,303

12,654
10,714

390,357

4,356,682
3,619,469

令和1年度

295,174
1,364,489

0

平成30年度

1,251,613

4,308,957

0

2,310,870

0
2,714,821

1,834

2,627,181

1,281,083
12,231

1,681,776 1,640,030
2,716,652

13,720

△ 37,652
778

22,714

5,031,771

0

437,741

400,693

0

8,497,813

1,280,531

1,480,800

1,660
400,867

7,499,714
7,225,708

1,480,800

6,845,408
△ 3,472,122

5,025,691

380,300

12,199

△ 3,744,750

0

1,311,927

8,853,316

2,410,980
2,752,523

980,345

2,697,586

5,108,566
2,279,248

0

0
0

△ 4,182,491

0
0

1,480,800

7,872,971

9,214,262

△ 5,225,550

1,345,709

0

33.0%

流動資産／流動負債　

借入金残高（期末）

1,388,619

1,345,709

借入金残高／総資本　

売上高経常利益率

借入金比率
流動比率

9.3%
売上高／総資産 0.8

243.2% 245.9%
経常利益／売上高

7,986,308

人件費／売上高

76

50代 60代

役員

　

常勤理事・監事
７月１日現在の人数

プロパー職
員平均勤続

年数 13

～20代 30代 40代

38 43 67

嘱託・臨時職員等

常勤職員（嘱
託・臨時職員を
除く）の年齢構
成

非常勤理事・監事

当
期

職員

平成29年度

553,991
258,817

1,897

937,011

278,630

資本金
△ 5,663,291

区　　　　　　分

法人税・住民税・事業税

特別利益

当期純損益金額

損
益
の
状
況

4,173,460

経常損益金額

8,067

特別損失

380,300

301,344

7,606,008
純資産

0

8,277,251

13,391

流動資産

貸
借
対
照
表

総資産回転率

販売管理費比率

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

算式等

資産

繰延資産

固定負債

流動負債
うち短期借入金

うち長期借入金

負債

人件費比率
主要経営指標

県
財
政
関
与
状
況

固定資産

利益剰余金

2



　

　

　

 

鹿島セントラルビルの運営を
通じて鹿島地域のビジネス及び
賑わいの拠点として、また公共
施設の維持管理業務や道路・下
水道などのインフラ設備に関す
るコンサルタント業務を受託す
ることで街づくりの中核を担っ
ており、地域社会へ貢献してい
る。

今後の事業展開の方向

　新しい鹿島地域の都市づくり、賑わいづくり、より豊かな生活環境の整備という従来の役割を
果たしながら、地域企業との連携により、これまで以上に地域と一体になり、地域に貢献する企
業としてとしての発展に努めていく。また、全社一丸となった売上拡大の取組強化、コスト意識
の徹底等により確実に利益を確保し、長期借入金の返済、債務超過の計画的解消に努めていく。

営業推進本部会議を定期
的に開催し、経営資源を最
大限活用した増収策のほ
か、業務量に応じた適切な
人員配置とコスト管理を徹
底し、収益性の確保に努め
ている。

　指定管理者制度に伴う業務
拡大により当期純利益で１４
期連続黒字を確保した。今後
も長期借入金の返済、債務超
過の計画的解消に向けて確実
に利益を確保できるよう努め
ている。

目的適合性 計画性 組織運営健全性

合計 9982

［法人の自己評価（経営概況、経営上の課題・対策等）］

20

法人が行っている事業と当初の設立目的
が適合しているか

47 83%

財務健全性

組織運営健全性
組織、人事、財務等の内部管理体制が適
切に整備･運用され、かつ情報公開による
透明性の確保が適切か

経営目的、経営方針が各種計画に反映さ
れ、計画・実行・見直しが行われている
か

財務健全性
法人の財務体質が健全であるか、また、
各事業の採算性がとれているか

債務超過

評点

14

149

80%

74%

19

19

［評点集計］

効率性 11

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性

評価項目数

計画性

10

8

9

16

企業会計用
鹿島都市開発株式会社

警　戒　指　標

満点

20

20

借入金依存度

得点率

70%

95%

95%

20

《評価の視点》

効率性
　業務の適正を確保す
るためコンプライアン
ス規程を作成してい
る。また、公認会計士
による会計監査により
業務監査体制の強化を
図っている。さらに
ホームページにおいて
財務状況の他、中期経
営計画等を掲載し情報
公開を行っている。

19

令和２年度に第４次
中期経営計画を策定
し、実績との差異分析
と目標達成の計画を立
てている。

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人的・物的な
経営資源が有効活用されているか

効率性

財務健全性

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健全

性
効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ
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［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

96.5%

1,052 93.1% 606

職員一人当たりの施設利用
客数（温泉）

人 1,872

職員一人当たりの施設利用
室数（宿泊）効率

性

室 728

2,263

970

1,4202,630 97.0%

総合的所見等
に係る対応

　法人は、第四次中期経営計画に基づき、各事業とも売上拡大や経費削減に努め、経常利益の確
保に取り組んでいく。
　ホテル事業については、新型コロナウイルス感染症対策に万全を期したうえで、レストラン・
宴会部門においては、引き続き仕入れ管理の徹底や機動的な人員体制の確立などによる売上原価
の縮減に取り組むとともに、季節の食材と地元の特産品を活かした商品提供や、各種フェア（常
陸の輝きフェア、メロンフェアなど）の開催のほか、婚礼や同窓会、記念パーティー等の受注に
向けたセールスの強化などにより利用者数の増加を図り、早期の収支改善に努める。
　宿泊部門については、茨城空港と連携した宿泊プランやビジネス層に向けた謝恩プランなど、
ニーズに応じたきめ細やかなプランの充実やＳＮＳ等による情報発信を行うほか、ファミリー層
やインバウンドを取り込むため、宴会場の一部について客室への改修に向けた検討を進めるな
ど、宿泊客確保に向けた取組強化に努める。
　県としては、引き続き、計画の実施状況や成果を踏まえながら、専門会社のノウハウの活用等
についても、法人と検討を進めつつ、法人の取組が円滑に実施されるよう、引き続き指導し、経
営の安定化を図っていく。
　

効率性 財務健全性計画性

総合的所見等

　令和元年度は、ホテル事業について、新型コロナウイルス感染症の影響などにより、宴会部
門、宿泊部門ともに減収となり、ホテル事業全体では、１３１百万円（前期比８．２パーセント）の
減収となったが、ホテル事業以外の事業で増収となり、当期純利益は２７３百万円（前期比３７．７パーセ
ント減）となった。中期経営計画に照らしても施設管理及び設計管理等の受託事業の増加により全体の
売上目標は達成されているが、ホテル事業では未達となっている。
　ホテル事業のうち課題であったレストラン・宴会部門については、引き続き利用者数の増加に向けた取
組に注力し、早期の収支改善に努められたい。
　宿泊部門については、競合する他のホテルとの差別化を図るとともに、宿泊客のニーズを的確に捉え更
なるサービス向上を図るとともに、鹿島セントラルホテルの優位性を広くＰＲするなど宿泊客確保に向けた
取組を早急に強化されたい。
   鹿島都市開発（株）として、ホテル事業以外の収益性も向上させていく必要があることから、施設管理
事業、設計管理事業においての更なる受託確保や不動産事業の売上強化等、営業活動の強化にも努め
られたい。
　    県所管課は、早期収支改善に向け、婚礼以外についても、ホテル事業の専門会社のノウハウ
    を活用するよう、法人と検討を速やかに進められたい。

173,485

34.4%

979

組織運営健全性

96,551

1,653,970 1,640,030 99.2% 1,184,166

2,711

経
営
目
標 37.7%

168,341 97.0%

1,681,776

13.3%

平均目標達成度

取組みを強化すべき視点 目的適合性

41,186

施設利用客数（温泉利用客
数）

人 153,468

67,350

H29実績

39.0% 99.8%37.6%

553,991

67,875 93.1%62,682

R1目標値 R1実績 達成度(%)

室

区分 指　　標　　名 H30実績

計画性

健全
性

売上総利益 千円

売上総利益率 ％

59,720

組織運営健全性
  鹿島地域の都市づくりの一翼を担
い、生活環境整備や公共施設の管理運
営の受託のほか、商業・業務の拠点施
設である鹿島セントラルビルを運営し
ており、引き続き設立目的に合致した
事業を展開していく必要がある。
 また、近年の会社を取り巻く経営環
境の変化を踏まえた事業内容の見直し
や事業の効果測定の実施などに努める
必要がある。

法人担当課の意見

［経営目標］

目的適合性 財務健全性

事業
成果

施設利用客数（販売客室
数）

158,399

R2目標値単位

  売上拡大や経費削減などの経営改善努力により、平成１８年度以降、毎年度黒字を計上しており、令和元年度につ
いては、新型コロナウイルスの影響によりホテル事業の売上が落ち込んだものの、会社全体としては売上が拡大し、
１４期連続で黒字を計上している。
  今後もニーズを的確に捉え、サービス向上など売上拡大への取組を継続するとともに、ホテル部門の経営の安定化
を図るため、専門会社のノウハウ活用も含め将来を見据えた経営のあり方の検討を進めることにより、当期利益の確
保に努め、債務超過額の計画的な解消と県からの借入金の着実な償還を図っていく必要がある。

  中期経営計画をもとに、
提供するサービス等に対す
る顧客満足度及び顧客ニー
ズの把握に努め、引き続き
目標の達成に向けた経営改
善に努める必要がある。
 また、近隣へのビジネスホ
テルの進出や新型コロナウ
イルスによる影響が大きい
宿泊稼働率やホテル利用者
数については、目標達成に
向けた取組みを強化する必
要がある。

  公認会計士の会計経理業務
への関与、職員の人材育成や
能力開発、コンプライアンス
の確保、事業内容や財務情報
等の公表拡大などに努めてお
り、引き続きリスク管理体制
の十分な整備など組織運営健
全性の確保に努める必要があ
る。

  人件費率の抑制など資金の効
率的な運用に努め、県借入金の
残高を着実に減少させており、
引き続き人員の適正な配置に努
めるなど、採算性、収益性の向
上を図る必要がある。

  経営の効率化及び営業努力の結
果、１４期連続で当期利益を計上
し、債務超過額を減少させるととも
に借入金比率を抑制させており、引
き続き，財務の健全性の向上に努め
る必要がある。

効率性

改善の余地あり概ね良好 大いに改善を要する改善措置が必要
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